平成２８年度　第１回介護保険運営協議会　会議結果
日時　平成２８年１０月５日（水）　午後３時から
場所　佐嘉神社記念館
【出席委員】
古賀（義）会長、上村副会長、光藤副会長、石丸委員、大隈委員、岡部委員、角本委員、
木下委員、古賀（香）委員、凌委員、藤佐委員、德永委員、徳丸委員、中下委員、野田委員、橋本委員、馬場委員、原田委員、平松委員、傍示氏（藤岡委員代理）、堀委員、松尾委員、松永委員、眞子委員、吉田委員、田中（稔）委員、志岐委員
【欠席委員】
大川内委員、北川委員、久野委員、倉田委員、小井手委員、田中（須）委員、筒井委員、鍋島委員、八谷委員、廣岡委員
【事務局】
岩橋事務局長、石橋総務課長兼業務課長、深町認定審査課長兼給付課長、
熊添総務課副課長兼行財政係長、蘭業務課副課長兼業務係長、
谷口給付課参事兼副課長兼包括支援係長、宮地副課長兼認定調整係長、
柴田給付課主幹兼指導係長、本村総務課庶務係長、吉岡業務課賦課収納係長、
岩永認定審査課介護認定第一係長兼障がい認定係長、副島認定審査課介護認定第二係長、
木村給付課給付係長
【会議の内容】
１　開会（午後３時００分）
２　委嘱状交付
４　事務局長あいさつ
５　議事
（１）平成２８年度主要事業について　・・・・・・・・・・・・・・・・・　承認
事務局説明の詳細については、議事案件のとおり
（２）地域支援事業について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　承認
事務局説明の詳細については、議事案件及び資料１のとおり
（３）平成２７年度主要事業の報告について　・・・・・・・・・・・・・・　承認
事務局説明の詳細については、資料２のとおり
［主な委員意見等］
◆委員　　基本チェックリストは介護予防事業の対象者を把握するためのものと考えるが、高齢者人口に対して配布数が少ないようだが、配布の基準はあるのか。また、配付方法や回収方法はどういう方法で行っているのか。
◇事務局　基本チェックリストについては、原則として、全戸配布だが、保険者等の状況に応じて、年度により分割して送付する等の対応は可能であった。本広域連合でもそのような対応をしており、分割して、郵送しているので、回収数が少なくなっている。
◆委員　　高齢者サロンや運動教室等など自主的な事業の参加者において、高齢者の中でも相当な年齢の方がいる。そういった方の参加が増えているが、健康面の問題や心身の状況が心配であるが、そのような考えを持っているのか。

◇事務局　本広域連合では、そういった事業は市町が中心として推進している。広域連合と市町で協議を行いながら、推進を推進してもらっており、これからもこのような事業は拡大していくことが想定できる。そういったことを見据えて、十分な協議を重ね、事業を進めていきたい。

◆委員　　総合事業実施要綱の施行日が平成２８年１１月１日となっているが、事業所の指定などの日付なのか、どういった意味合いか。

◇事務局　現在、総合事業に関してみなし事業所となっている事業所があるが、それ以外の事業所もある。それ以外の事業所が、指定を受けるための準備期間として平成２９年度前の日付となっている。また、現行サービスの事業所が、同等サービスを提供することとしており、ＮＰＯやボランティアなどによる新しいサービスの提供を行うための準備期間ではない。

◆委員　　地域包括支援センターの人的体制の見直しで「平成２９年度から各センターに専門職１名の増員」とあるが、専門職の資格の有無、職種等はどうなっているのか。

◇事務局　増員に係る事業拡大は、生活支援体制整備事業、認知症施策の推進などがある。例えば、認知症施策の推進となると、認知症推進員の資格要件として、保健師、看護師、作業療法士、歯科衛生士、精神保健福祉士、社会福祉士、介護福祉士などが資格要件となる。

〔意見〕

◆委員　　例えば、医療の例ではあるが、若年性認知症の方で、個人負担が高額になっている方がいた。介護保険制度を含めて、国や地方公共団体により、減免制度があるならば、適切な周知方法をお願いする。
◆委員　　介護保険制度において、低所得者の方が利用率が高い。しかし、その負担感が問題になると考えている。その負担を減らすためには、介護予防を充実させることが重要であり、その参加方法などを研究し取り組んでいただきたい。

７　閉会（午後４時１５分）
